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5 年ぶりに、
県内外のランナーが集結

いわきサンシャインマラソン大会

近年の健康志向の高まりにより、マラソンに励む市
民が増えています。

いわき市でも平成 22（2010）年 2 月 14 日に競技・
生涯スポーツの振興、交流人口の拡大や地域活性化の
推進を目的に第 1 回いわきサンシャインマラソン大会
を開催。東日本大震災後は、大会運営ボランティア、
応援の市民とともにいわき市の復興の姿を全国に発信
しています。県内外から全種目合わせて 10,000 人を
超える参加者が集まり、東北最大級のマラソン大会と
なっています。また、運営ボランティアによる「おも
てなし」も人気が高い特徴の一つとなっています。

今年は 2 月 26 日（日）に実施されます。積雪や新
型コロナウイルス感染拡大の影響により、5 年ぶりの
開催です。

颯爽と駆け抜けるランナーの姿にいわき市が熱く燃
えます。

▲一斉にスタート
する参加者

◀応援の様子
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中小企業景気動向調査の集計結果
［調査対象企業数	 370 社］
［回答企業数	 　	370 社］
［回収率	 　100.0%］

業況はわずかに悪化し、先行きについてはほぼ横ばいで推移する見通し

概　況

自企業の業況

※ DI（Diffusion Index）値とは
　景気の動きをとらえるための指標であり、良化と回答した企業の割合から、悪化と回答した企業の割合
を減じた数値。「とっかけ」も DI 値を使用しています。
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令和 4 年 10 月～ 12 月期の自企業の業況 DI を前回調査（令和 4 年 7 月～ 9 月期）と比較すると、いわき市全
域で「悪化」超 40.0％と 0.7 ポイント悪化超幅が拡大した。前回調査時の「今期予想」では「悪化」超を 43.2％
とみていたので、予想よりも 3.2 ポイント悪化超幅が縮小した。地域別では、平・内郷方部は「悪化」超 36.1％
と 1.4 ポイント悪化超幅が拡大、勿来方部も「悪化」超 53.8％と 3.3 ポイント悪化超幅が拡大した。一方、小名浜・
常磐方部は「悪化」超 34.9％と 2.1 ポイント悪化超幅が縮小した。先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）は、いわ
き市全域で「悪化」超 40.7％と、ほぼ横ばいで推移すると見込まれている。

 製造業 卸売業 小売業 サービス業 建設業 不動産業 計
景気動向調査回答企業 （先）
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平 ・ 内 郷 方 部

小 名 浜 ・ 常 磐 方 部

勿 来 方 部

合 計

（本店・四倉・豊間・内郷・平窪・好間・中央台支店の地域）

（小名浜・泉・湯本・遠野・鹿島支店の地域）

（植田・錦・勿来・中岡支店の地域）



売上額は、前回調査（令和4年7月～9月期）の「減少」
超 36.9％に対し、今回調査（令和 4 年 10 月～ 12 月期）
では、「減少」超 33.2％と 3.7 ポイント減少超幅が減
少した。また、先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）は、

「減少」超 32.4％と、売上額の減少を見込まれている
企業がわずかに減少している。

製造業は、前回調査（令和4年7月～9月期）の「減少」
超 29.6％に対し、今回調査（令和 4 年 10 月～ 12 月期）
では、「減少」超 29.2％と 0.4 ポイント減少超幅が縮
小した。先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）は、「減少」
超 27.8％と受注残の減少を見込まれている企業がわ
ずかに減少している。

建設業は、前回調査（令和4年7月～9月期）の「減少」
超 20.3％に対し、今回調査（令和４年 10 月～ 12 月期）
では、「減少」超 25.4％と 5.1 ポイント減少超幅が拡
大した。

先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）は、「減少」超
20.6％と、受注残の減少を見込まれている企業がわず
かに減少している。

建設業における施工高は、前回調査（令和 4 年 7
月～ 9 月期）の「減少」超 15.6％に対し、今回調査

（令和 4 年 10 月～ 12 月期）では、「減少」超 25.4％
と 9.8 ポイント減少超幅が拡大した。先行き（令和 5
年 1 月～ 3 月期）は、「減少」超 11.1％と施工高の減
少を見込まれている企業が減少している。

 総　　　合

 製　造　業

卸　売　業

小　売　業

サービス業

建　設　業

不 動 産 業

業　種　別 令和4年10月～12月期令和4年7月～9月期 令和5年1月～3月期（予想）

方 　 部 　 別 令和4年7月～9月期 令和4年10月～12月期 令和5年1月～3月期（予想）

いわき市全域

平・内郷方部
（本店・四倉・豊間・内郷・平窪・
好間・中央台支店の地域）

小名浜・常磐方部
（小名浜・泉・湯本・遠野・
鹿島支店の地域）

勿 来 方 部
（植田・錦・勿来・中岡支
店の地域）

▲39.3 ▲40.0（▲43.2） ▲40.7

▲31.0 ▲38.9（▲45.1） ▲33.3

▲63.0 ▲39.3（▲55.6） ▲42.9

▲49.5 ▲52.7（▲51.4） ▲52.7

▲44.3 ▲39.4（▲40.0） ▲42.3

▲25.0 ▲30.2（▲34.4） ▲33.9

▲13.0 ▲12.5（▲17.4）  ▲16.7

▲39.3 ▲40.0 ▲40.7

▲34.7 ▲36.1 ▲３9.7

▲37.0 ▲34.9 ▲３4.6

▲50.5 ▲53.8 ▲50.5
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　　売上額の業種別DI の推移
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前回調査（令和 4 年 7 月～ 9 月期）と今回調査（令
和4年10月～12月期）を業種別にみると、卸売業は「悪
化」超 39.3％と悪化超幅が 23.7 ポイント大幅に縮小、
サービス業は「悪化」超 39.4％と 4.9 ポイント縮小、
不動産業も「悪化」超 12.5％と 0.5 ポイント縮小した。
一方、製造業は「悪化」超 38.9％と悪化超幅が 7.9 ポ
イント拡大、小売業は「悪化」超 52.7％と悪化超幅
が 3.2 ポイント拡大、建設業は「悪化」超 30.2％と悪
化超幅が 5.2 ポイント拡大した。

先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）は、小売業は今
回調査と同数、製造業は悪化超幅が縮小となる一方、
卸売業、サービス業、建設業、不動産業は悪化超幅が
拡大することから、業種全体では「悪化」超 40.7％
とほぼ横ばいで推移することが見込まれている。

業種別・地域別業況

一部業種で改善が見られたものの業種
全体ではわずかに悪化、先行きは業種
全体でほぼ横ばいで推移する見通し

※▲は「悪化」超

（　）は前回調査時の今期予想［単位 :%］

［単位 :%］

　▲ ▲
 売上額

　▲ ▲
 受注残

　▲ ▲
 施工高

業種別の業況

地域別の業況［方部別の推移］



原材料・仕入れ価格は、業種全体で前回調査（令和
4 年 7 月～ 9 月期）の「上昇」超 41.5％に対し、今
回調査（令和 4 年 10 月～ 12 月期）では、「上昇」超
48.1％と 6.6 ポイント上昇超幅が拡大した。

先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）は、業種全体で「上
昇」超 39.4％と原材料・仕入れ価格の上昇を見込ま
れている企業がわずかに減少している。

収益は、業種全体で前回調査（令和4年7月～9月期）
の「減少」超 41.5％に対し、今回調査（令和 4 年 10
月～ 12 月期）では、「減少」超 40.5％と 1.0 ポイント
減少超幅が縮小した。

業種別に前回調査（令和 4 年 7 月～ 9 月期）と今
回調査（令和 4 年 10 月～ 12 月期）を比較すると、
卸売業、小売業、サービス業は減少超幅が縮小した一
方、製造業、建設業、不動産業は減少超幅が拡大した。

先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）は、業種全体で「減
少」超 35.9％と収益の減少を見込まれている企業が
わずかに減少している。

在庫の状況は、業種全体で前回調査（令和 4 年 7
月～ 9 月期）の「不足」超 1.7％に対し、今回調査（令
和 4 年 10 月～ 12 月期）では、「不足」超 3.4％と 1.7
ポイント不足超幅が拡大した。先行き（令和 5 年 1
月～ 3 月期）は、「不足」超幅が小売業で減少する一方、
製造業で拡大することが見込まれていることから、業
種全体で今回調査と同数の「不足」超 3.4％が見込ま
れている。
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　　収益の業種別DI の推移

　▲ ▲
 販売・請負価格

　▲ ▲
 収益

　▲ ▲
 在庫

　　販売・請負価格の業種別DI の推移
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販売・請負価格は、業種全体で前回調査（令和 4 年
7 月～ 9 月期）の「上昇」超 7.9％に対し、今回調査（令
和 4 年 10 月～ 12 月期）では、「上昇」超 17.3％と 9.4
ポイント上昇超幅が拡大した。

業種別では、不動産業は下降、その他の業種は上昇
した。先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）は、卸売業
は上昇、不動産業は前回と同数、その他の業種は下降
を見込まれていることから業種全体では、「上昇」超
13.0％と販売・請負価格は上昇を見込まれている企業
がわずかに減少している。

　▲ ▲
 原材料・仕入れ価格

　　原材料・仕入れ価格の業種別DI の推移



令 和 4 年 1 0 月 ～ 1 2 月 期 令 和 5 年 1 　 月 ～ 3 　 月 期
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そ  の  他車        両事務機器機械・更改機械・新増土地・建物 実施しない そ  の  他車        両事務機器機械・更改機械・新増土地・建物 実施しない

- - - -

当面の重点経営施策（経営のポイント）経営上の問題点

設備投資の実施・予定 上段 : 先数
下段 : 比率（%）

売上の停滞・減少

原材料高（材料価格の上昇）

同業者間の競争の激化

利幅の縮小

人手不足

仕入先からの値上げ要請

大手企業（大型店）との競争の激化

取引先の減少

人件費の増加

工場（店舗）・設備（機械）の狭小・老朽化

商店街の集客力の低下

販売商品（商品物件）の不足

その他

問題なし
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経費を節減する

販路を広げる

宣伝・広告を強化する

人材を確保する

情報力を強化する

品揃えを改善（充実）する

提携先を見つける

売れ筋商品を取り扱う

技術力を強化する（高める）

仕入先を開拓・選別する

教育訓練を強化する

機械化を推進する

その他

特になし

項　　　目
業 種 別

計 不
動
産
業

建
設
業

サ
ー
ビ
ス
業

小
売
業

卸
売
業

製
造
業

合　　　計

（複数回答）（複数回答）

業が「借り入れの予定なし」としている。
また、金融機関からの借り入れ難易度は、「難しい」

「該当なし」とする企業の割合が前回調査 ( 令和 4 年
7 月～ 9 月期 ) の 89.6％とほぼ同数の 89.5％となり、
借り入れは行わないとする考え方は、依然として変
わっていない。

設備の状況は、9 割の企業 ( 令和 4 年 10 月～ 12 月
期 91.3％、令和 5 年 1 月～ 3 月期予想 91．9％）が「適
正」とした。

なお、「適正」以外の回答をみると、今回調査 ( 令
和４年 10 月～ 12 月期）でも、全ての業種で 「不足」

「やや不足」とする企業が「過剰」「やや過剰」とする
企業を上回ったことから、業種全体で「不足」超 5.8％
と前回調査と同様「不足」超の状況となった。

ー 4ー

資金繰りは、引き続きすべての業種で「苦しい」超
となっており、業種全体で「苦しい」超26.5％となった。
先行き（令和 5 年 1 月～ 3 月期）も、すべての業種
で「苦しい」超としており、業種全体で「苦しい」超
24.6％と資金繰りが「苦しい」とする企業がわずかに
減少しているものの、資金繰りは、今後も厳しい状況
が続くものと思われる。

金融機関からの借り入れ状況は、全体の 88.6％の
企業が「借り入れしない」とした。

今後の借り入れ予定についても、すべての業種で「借
り入れの予定なし」とした企業が「借り入れの予定あ
り」とした企業を上回っており、全体の 93.5％の企

　▲ ▲
 資金繰り

　▲ ▲
 金融機関借り入れ状況

　▲ ▲
 設備の状況
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問 1

問 2

問 3

問 4

問 5

貴社では、2023年の日本の景
気をどのように見通しています
か。1～7の中から1つ選んでお
答えください。

特別調査 「2023 年（令和 5 年）の経営見通し」

貴社では、2023年の自社の業
況（景気）をどのように見通し
ていますか。1～7の中から1つ
選んでお答えください。

2023年において貴社の売上額
の伸び率は、2022年に比べて
おおよそどのくらいになると見
通していますか。1～9の中か
ら1つ選んでお答えください。

貴社では、自社の業況が上向く
転換点をいつ頃になると見通し
ていますか。1～7の中から1つ
選んでお答えください。

2023年の事業環境を展望した
とき、貴社にとっての経営のリ
スクは何ですか。最も当てはま
るものを1～0の中から3つ以内
で選んでお答えください。

2
3
4
5

非常に良い
良い

やや良い
普通

やや悪い
悪い

非常に悪い

1

7
6

10 20 40 5030 60（%）0

0.0%0.0%
0.5%0.5%
4.1%4.1%

30.0%30.0%

14.9%14.9%
2.2%2.2%

48.3%48.3%

2
3
4
5

原材料・仕入価格のさらなる高騰
原油・天然ガス等のエネルギー価格高騰

コロナなど感染症の感染再拡大
ロシア・ウクライナを含む海外情勢の緊迫化
台風・豪雨・地震・噴火などの自然災害

取引先廃業等による売上げ激減
経営者や従業員の健康問題

コロナ融資の返済
円安・インフレの加速

その他

1

7
6

8
9
0

0 5 1510 35302520 40（%）

9.6%9.6%
0.5%0.5%

1.8%1.8%
3.3%3.3%
4.9%4.9%
3.2%3.2%

23.2%23.2%
15.3%15.3%

34.6%34.6%

3.6%

2
3
4
5

非常に良い
良い

やや良い
普通

やや悪い
悪い

非常に悪い

1

7
6

10 20 40 5030 60（%）0

0.0%0.0%
0.5%0.5%
3.2%3.2%

14.3%14.3%
55.8%55.8%

23.5%23.5%
2.7%2.7%

2
3
4
5

30%以上の増加
20～29％の増加
10～19％の増加
10%未満の増加

変わらない
10%未満の減少
10～19％の減少
20～29％の減少
30%以上の減少

1

7
6

8
9

10 20 40 5030 60（%）0

0.0%0.0%
0.3%0.3%
3.8%3.8%
4.9%4.9%

41.8%41.8%
39.7%39.7%

6.8%6.8%
1.9%1.9%
0.8%0.8%

見通しが立っている

立たない

68.9%

31.1%

総合370
構成比100%

2
3
4
5

すでに上向いている
６カ月以内
1年後
2年後
3年後
3年超

業況改善の見通しは立たない
6
7

1
0 105 15 20 25 30 35（％）

3.8%3.8%
3.5%3.5%

21.2%21.2%
13.6%13.6%
12.4%12.4%
14.4%14.4%

31.1%31.1%
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↓至小名浜
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株式会社
小名浜包装資材
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セブンイレブン
いわき鹿島御代店

ミニストップ
いわき玉川店

矢田川

鹿
島
街
道

6号
バイ
パス

小名浜包装資材は、商品、食品などを包む包装資
材（パッケージ）を中心に、さまざまな産業資材を
取り扱う総合容器商社。本社・いわき営業所のほか、
中央卸売市場店、宇都宮営業所（栃木県）、水戸営業
所（茨城県）、合わせて 4拠点で事業を展開。
顧客ニーズに応じて、リサイクル素材、分解しや
すい素材や、脱プラにも対応。昭和から平成にかけて、
いち早く環境対応型商品の取り扱いを始め、数万点
の登録アイテムを、市内、相双地区、宇都宮、水戸
各営業所のエリア内、約 2,000 事業所に商品提供を
する。
段ボール箱、各種コンテナ、印刷紙器、発泡スチ
ロール箱といった包装資材だけでなく、自動包装機、
販促用品、店舗備品、衛生用品など、さまざまな商
品を総合的にワンストップで提案。近年は冷凍設備
を使った、在庫の長期保存、低価格時に買い入れる
コスト削減案などが好評を得ている。
皆がやりがいを持って、笑顔で仕事ができる、達
成感のある会社を目指して、85 人の社員がスクラム
を組み、事業を推進する。

代表取締役

小沼　郁亙

public relat ions
企業紹介 39

㈱小名浜包装資材

住 〒971－8122　いわき市小名浜林城字榎町8－1
0246－58－2468
午前8時〜午後5時
日曜、祝日

創業者が何を思い包装資材の販売を始めたのか。そ
れが当社の目指すところ…。
創業者が水産品を販売していた時に使っていた包装
資材。商品と共にお客様から買い求められた包装資材
に可能性を見出し、その提供が世の中のお役に立つと
いう確信。それが当社の創業の原点です。
以来、お客様が創り出す商品の保護や伝えたいメッ
セージの代弁者としての包装資材が持つ機能を高めな
がら、生産設備を持たない専門商社の位置づけを生か
し、幅広い調達と供給機能を育み、“縁の下の力持ち
企業”としての道を歩み続けています。
当社の機能を便利にお使いいただき、お客様へのお
役立ち力をさらに強化していきたいと考えています。
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休

☎
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▼『とっかけ』とは　「始める」「取りかかる」という意味の
いわき地方の方言です。この情報を、何かを始めようとする
時のきっかけ、取っかかりにして頂ければ幸いです。

向日葵
c o l u m n

日本銀行福島支店は、2023 年
1月に公表した 2022 年 12 月分

の福島県金融経済概況で、県内景気は、新型コロナウイルス
感染症の影響を受けつつも、半導体不足の影響が和らいでお
り、緩やかに持ち直している。最終需要の動向をみると、個
人消費は、新型コロナウイルス感染症の影響を受けつつも、
持ち直している。住宅投資は、減少している。設備投資は、
増加している。公共投資は、下げ止まっているとしております。
一方、当金庫の令和 4年 10月～ 12月期の中小企業景気動
向調査の業況をみると、いわき市全域では、前回調査（令和
4年 7月～ 9月期）と比較し、業種全体でやや悪化していま
す。また、資金繰りについては、依然としてすべての業種で
「苦しい」超となっており、先行きもすべての業種で「苦しい」
超となっています。
当金庫は、今後もお客様の様々な課題解決のお手伝いをさ
せていただくため、お客様に寄り添い、積極的にかつ迅速に
取り組んで参ります。

いわき市には、多くの観光歴史名所があります。
市内の観光歴史めぐりとして、平成26（2014）年

に製作された映画「超高速!参勤交代」の舞台となっ
た湯長谷藩を紹介します。

寛文6（1666）年に磐城平藩主二代目内藤忠興
（ただおき）は、息子政亮（まさすけ）へ所領のうち、新
田地20,000石を分与したい旨を幕府老中土屋但
馬守（つちやたじまのかみ）に願い出て、4年後の寛文
10（1670）年に陸奥国磐前郡（むつのくにいわさきぐ
ん）と同国菊多（きくた）郡に10,000石が許され、本
家磐城平藩に対して、分藩湯長谷藩が成立しました。
築城は藩成立から遅れること7年の延宝4（1676）
年、陸奥国磐前郡下湯長谷村に1年間で6,000坪
の規模で造営され、城下町の整備にかかりました。
分藩後、初代藩主政亮は、浅草寺別当知楽院の僧
忠運（ちゅううん）の祈願により、内藤姓から遠山姓を
名乗り、遠山主殿頭政亮（とおやまとのものかみまさす
け）を称しました。

湯長谷藩

り
市 内 の

めめめぐ光光光

天和2（1682）年4月には、大坂定番（おおさかじょうば
ん）となり、丹波国氷上郡（たんばのくにひかみぐん・兵庫
県）、何鹿郡（いかるがぐん・京都府）の2郡の内に2,000
石の加増・拝領を受け、貞享4（1687）年8月、再び大坂
定番となり、河内国（かわちのくに・大阪府）茨田郡（まった
ぐん）の内3,000石を加増され、合わせて15,000石を有
する藩主となりました。　
明治4（1871）年7月14日に湯長谷藩は廃藩置県に

より廃藩となりましたが、約200年に渡り、藩主も一度も転
封（国替）することもなく、初代藩主遠山政亮以来14代に
渡り統治していました。

現在も湯長谷藩にまつわる史跡があり、当時の思いを
馳せながら歩くことができます。

（ゆながやはん）
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（いわき市常磐下湯長谷町）

磐崎中学校の校庭にある湯長谷藩館（陣屋）扯
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